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参考資料１ 

※ 本指針案は検討会で示された医療計画の見直しのポイントを踏まえて作成し

た暫定版である。今後、更に修正を行った上で、都道府県へ通知する。 
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はじめに 

都道府県は、厚生労働大臣が定める医療提供体制の確保に関する基本方針（平成１９年

厚生労働省告示第７０号。以下「基本方針」という。）に即して、かつ、地域の実情に応

じて、当該都道府県における医療計画を定めることとされているが、医療計画の作成の手

法その他重要な技術的事項については、厚生労働大臣が都道府県に対し必要な助言をする

ことができることとされている。本指針は、そのような事項について都道府県の参考とな

るものを手引きの形で示したものである。 

 

第１ 医療計画作成の趣旨 

我が国の医療提供体制については、国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送るた

めの重要な基盤となっている。一方で、高齢化の進行や医療技術の進歩、国民の意識の変

化など、医療を取り巻く環境が大きく変わる中、誰もが安心して医療を受けることができ

る環境の整備が求められている。 

 

特に、人口の急速な高齢化が進む中、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び精神疾

患の５疾病（以下「５疾病」という。）については、生活の質の向上を実現するため、患

者数の増加の状況も踏まえつつ、これらに対応した医療提供体制の構築が求められている。 

 

さらには、地域医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、

へき地の医療、周産期医療及び小児医療（小児救急を含む。）の５事業（以下「５事業」

という。）並びに在宅医療についても、これらに対応した医療提供体制の構築により、住

民や患者が安心して医療を受けられるようにすることが求められている。 

 

 

このような状況を踏まえ、現行の医療計画に引き続き、限られた医療資源を有効に活用

し、効率的で質の高い医療を実現するために、地域の医療機能の適切な分化・連携を進め、

切れ目ない医療が受けられるような体制を地域ごとに構築するとともに、地域の医療提供

体制の現状把握、課題の抽出、課題の解決に向けた数値目標の設定及び施策・事業の策定、

それらの進捗状況の評価等を実施することにより、政策循環を一層推進し、どの医療機関

でどのような医療が提供されるのか患者や地域住民に、わかりやすく伝えるなど情報提供

の推進を図る。 

 

このため、都道府県においては、５疾病及び５事業並びに在宅医療について、それぞれ

に求められる医療機能を明確にした上で、地域の医療関係者等の協力の下に、医療機関が

機能を分担及び連携することにより、切れ目なく医療を提供する体制（以下「医療連携体

制」という。）を構築することが必要である。 
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加えて、都道府県は、構築した地域の医療連携体制をわかりやすく示すことにより、住

民や患者が地域の医療機能を理解し、病期に適した質の高い医療を受けられるようになる

体制を構築することが必要である。 

 

今般の医療計画制度の見直しは、これら医療連携体制の構築を中心とした医療計画を作

成するとともに、指標による現状把握、課題の抽出、具体的な数値目標の設定、施策・事

業の実施及び評価により改善を図ることのできる医療計画を作成することにより、良質か

つ適切な医療を効率的に提供する体制を確保するためのものである。 

 

なお、医療計画の作成に際し、医療や行政の関係者に加え、患者や住民が医療の現状に

ついて共通の認識を持ち、一体となって課題の解決に向け、協議・検討を行うことは今後

の医療の進展に大きな意義を有するものである。 

 

第２ 医療計画作成等に係る法定手続 

１ 医療計画作成等に係る法定手続 

医療計画の作成等に関しては、医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」という。）

に基づく次の手続きが必要である。 

 

（１）医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実 

情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うものとする。 

 

（２）医療計画を作成するため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯科医 

師会、薬剤師会等診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴く。 

 

（３）医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村（救急業務を 

処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）の意見を聴く。 

 

（４）医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会 

の意見を聴く。 

 

（５）医療計画を定め、変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともにその 

内容を公示する。 

 

（６）医療計画を作成し、施策・事業を実施するために必要がある場合は、市町村、官公 

署、医療保険者、医療提供施設の開設者又は管理者に対して、医療機能に関する情 
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報等必要な情報提供を求めることができる。 

 

２ 記載事項 

次の事項については、医療計画に必ず記載しなければならない。 

（１）都道府県において達成すべき、５疾病及び５事業並びに在宅医療の目標に関する事 

   項 

（２）５疾病及び５事業並びに在宅医療に係る医療連携体制に関する事項 

（３）医療連携体制における医療機能に関する情報提供の推進に関する事項 

（４）医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の確保に関する事項 

（５）医療の安全の確保に関する事項 

（６）病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項 

（７）基準病床数に関する事項 

（８）地域医療支援病院の整備の目標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の目 

標に関する事項 

（９）その他医療提供体制の確保に関し必要な事項 

 

３ 他計画等との関係 

医療計画の作成に当たっては、他の法律の規定による計画であって医療の確保に関する

事項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生、薬事、社会福祉そ

の他医療と密接に関連を有する施策との連携を図るよう努める。医療の確保に関する内容

を含む計画及び医療と密接に関連を有する施策としては、例えば次のようなものが考えら

れる。 

 

（１）過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）に基づく過疎地域自立促 

進計画 

（２）離島振興法（昭和２８年法律第７２号）に基づく離島振興計画 

（３）山村振興法（昭和４０年法律第６４号）に基づく山村振興計画 

（４）基本方針「第７ その他の医療提供体制の確保に関する重要事項」に掲げる方針等 

① 新健康フロンティア戦略 

② ２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）及びその地方計画 

③ がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）に定めるがん対策推進基本計画及 

び都道府県がん対策推進計画 

④ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に定める基本方針及び都道府県健康 

増進計画 

⑤ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に定める基本指針及び都道府県介護保 

険事業支援計画 
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⑥ 療養病床の再編成に当たり国が示す指針及びそれに沿って各都道府県で定める 

構想等 

⑦ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）に定める基本指針及び都道府 

県障害福祉計画 

⑧ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に定める医療費 

適正化基本方針及び都道府県医療費適正化計画 

 

４ 医療計画の作成体制の整備 

各種の調査及び医療計画の作成に当たっては、関係行政機関、医療関係団体等との協議

の場を設けるなど関係者の十分な連携の下に進めることが望ましい。特に、５疾病及び５

事業並びに在宅医療に係る医療連携体制については、医師、歯科医師、薬剤師、看護師そ

の他の医療従事者、介護保険法に規定する介護サービス事業者、住民その他の地域の関係

者による協議を経て構築されるよう配慮する。 

 

なお、法第３０条の９に基づき厚生労働省が予算の範囲内で補助することとしている医

療提供体制推進事業費補助金（医療連携体制推進事業）については、前述のような体制整

備に活用できるものである。 

 

５ 医療計画の名称等 

都道府県における医療計画の名称は「○○県医療計画」とすることが望ましいが、法に

基づく手続により作成され、法に基づく事項が記載されている計画であれば、例えば○○

県保健医療計画のような名称のものであっても差し支えなく、又福祉等他の関連する分野

の内容を含む包括的な計画であっても差し支えない。 

 

６ 医療計画の期間 

医療計画の期間については、特段の定めはなく、適宜設定して差し支えないが、尐なく

とも５年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要がある場合、医療 計画を変更するもの

としている。 

 

第３ 医療計画の内容 

医療計画の内容は概ね次のようになると考えられるが、その構成を含めた具体的な内容

については、都道府県において、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつ、それぞ

れの地域の実情に応じて、定めるものとする。 

 

ただし、法第３０条の４第２項において医療計画の記載事項とされているものについて

は、必ず記載するものとする。 
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１ 医療計画の基本的な考え方 

医療計画を作成するに当たって、都道府県における基本的な考え方を記載する。 

（１）医療計画作成の趣旨 

医療計画に関する根拠法令と作成の趣旨を明示する。 

 

（２）基本理念 

基本方針との整合性に留意の上、都道府県における基本的な理念を記載する。 

 

（３）医療計画の位置付け 

保健、福祉等他の関連する分野の内容を含む包括的な計画を作成している場合には、

医療計画との関係を明示する。 

 

（４）医療計画の期間 

計画の対象期間を記載する。 

なお、基準病床数について計画全体と異なる期間を対象とする場合には、その期 

間を付記する。 

 

２ 地域の現状 

医療計画の前提条件となる地域の現状について記載する。その際、医療に関する事項の

ほか、公衆衛生、薬事及び社会福祉に関する事項並びに社会経済条件等に関する事項を記

載することが考えられる。 

 

参考として地域の現状に関する指標として考えられるものを次に示す。 

（１）地勢と交通 

地域の特殊性、交通機関の状況、地理的状況、生活圏等 

 

（２）人口構造（その推移、将来推計を含む。） 

人口、年齢三区分人口、高齢化率、世帯数等 

 

（３）人口動態（その推移、将来推計を含む。） 

出生数、死亡数、平均寿命等 

 

（４）住民の健康状況 

生活習慣の状況、生活習慣病の有病者・予備群の数等 
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（５）住民の受療状況 

二次医療圏又は都道府県内における患者の受療状況（二次医療圏内の病院の療養病床及

び一般病床の推計流入入院患者割合及び推計流出入院患者割合（以下、それぞれ「流入患

者割合」、「流出患者割合」という。）や、流入・流出患者数（入院・外来別）を含む。）、

病床利用率、平均在院日数等 

 

（６）医療提供施設の状況 

① 病院（施設数、病床種別ごとの病床数） 

② 診療所（有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数、有床診療所の病床数） 

③ 調剤を実施する薬局 

④ その他 

 

３ 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制 

疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制については、基本方針の「第４ 医療

提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携並びに医療を受ける者に対する医療機能に関

する情報の提供の推進に関する基本的な事項」で示された方針に即して、かつ、患者や住

民にわかりやすいように記載する。 

 

なお、在宅医療は、治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあったり、住み

慣れた居宅等の環境において治療等を希望した場合、必要な医療を受けられるように、医

師が居宅等を訪問して看取りまで含めた医療を提供するものである。 

記載に当たっては、地域においてどのような診療所、病院、訪問看護ステーション、薬

局等が、どのような連携体制により在宅医療の機能を担っているのか、住民や患者、医療

関係者に分かりやすく理解できるように記載することが重要である。 

また、地域ケア体制整備構想との整合性を図ることも重要である。 

 

医療体制の構築に当たっては、特に以下の事項に留意する。 

 

① 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療体制の具体的な方策を定めること。 

 

② 医療体制の構築の内容が、患者が退院後においても継続的に適切な医療を受けること

ができることを確保するものであること。 

 

③ 医療提供施設及び居宅等において提供される保健医療サービスと福祉サービスとの連

携を含むものであること。 
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④ 医療体制が、医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者、介護サービス事

業者、住民その他の関係者による協議を経て構築されること。 

また、具体的には、医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進する観点か

ら、特に次の事項を念頭において、協議するよう留意されたい。 

 

＜１＞ 患者のうち、居宅等で暮らし続けたいと希望する者が可能な限り早期に居宅等の

生活に復帰し、退院後においても継続的に適切な医療を受けることを可能とし、在

宅医療の充実による生活の質の向上を目指すものであること。 

 

＜２＞ 診療所相互間、診療所と病院間、病院相互間（周産期医療においては助産所を含

む。）、さらにはこれらの施設と調剤を実施する薬局との医療機能の分担及び業務

の連携によって、通常の診療時間外においても患者又はその家族からの求めに応じ

て、在宅医療、救急医療など必要な医療の提供ができること。 

 

＜３＞ 患者の緊急度、重症度等に応じた適切な対応を図ることが重要であるため、病院

前救護体制や消防機関との連携（病院間搬送を含む。）、さらには、生命にかかわ

る重篤な患者を円滑に救命救急センターへ搬送する体制の確保など、救急搬送体制

における連携を一層推進すること。 

 

＜４＞ 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療体制については、必ずしも従来の二次医

療圏ごとの計画ではなく、疾病又は事業ごと並びに在宅医療の患者の移動状況や医

療提供施設の配置状況などを踏まえ、地域の実情に応じた圏域ごとの計画を作成す

ることに留意する必要があること。その際、原則として医療提供施設の医療機能や

名称を患者や住民に明示すること。 

 

これらの医療体制の構築を通じて、各都道府県において充実すべき医療機能が明確にな

り、その後の対策の検討に資することとなること。 

 

具体的には、５疾病及び５事業並びに在宅医療のそれぞれについて、まず（１）患者動

向、医療資源・連携等に関する現状を把握し、（２）必要となる医療機能を明らかにした

上で、（３）原則、各医療機能を担う医療機関等の名称、（４）課題、数値目標、数値目

標を達成するために必要な施策・事業、（５）評価・公表方法等を記載する。 

 

また、記載に当たっては（６）公的医療機関及び社会医療法人の役割、（７）薬局の役

割にも留意する。 
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（１）現状の把握 

患者動向に関する情報、医療資源・連携等に関する情報を収集し、現状を把握する。 

なお、数値で示される情報については、５疾病・５事業及び在宅医療の指針に別表で例示する

指標例を参考に、病期・医療機能並びにストラクチャー・プロセス・アウトカムの要素も加味し

て、また、指標間相互の関連性も含めて、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握する。 

 

（２）必要となる医療機能 

例えば脳卒中の急性期、回復期から維持期に至るまでの各病期において求められる医療

機能を記載するなど、医療連携体制の構築に必要となる医療機能を、５疾病及び５事業並

びに在宅医療のそれぞれについて明らかにする。 

 

（３）医療機関等の具体的名称 

前記（１）の各医療機能を担う医療機関等については、医療法第７条第３項に基づく医

療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第１条の１４第７項の規定に留意しつつ、

原則として名称を記載する。 

 

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。 

 

さらに、医療機関等の名称については、例えば圏域内に著しく多数の医療機関等が存在

する場合など、地域の実情に応じて記載することで差し支えない。 

 

（４）課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策・事業 

疾病又は事業ごと並びに在宅医療について、（１）で把握した現状を分析し、地域の医療

提供体制の課題を抽出する。前記第２の３（４）に掲げる各計画等で定められた目標を勘案

し、それぞれの課題について、地域の実情に応じて、評価可能で具体的な数値目標を定め

た上で、数値目標を達成するために必要な施策・事業を記載する。 

 

（５）評価・公表方法等 

疾病又は事業ごと並びに在宅医療について、評価・公表方法及び見直しの体制を明らか

にした上で、目標項目の数値の年次推移や施策・事業の進捗状況の把握、評価について定

期的に実施し（１年ごとの実施が望ましい。）、必要に応じて施策・事業の見直しを図る

こと。 

 

（６）公的医療機関及び社会医療法人の役割 
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公的病院等（平成１５年４月２４日医政発第０４２４００５号医政局長通知「地域にお

ける公的病院等を含めた医療機関の機能分担と連携の確保への協力依頼について」別添２

に記載する病院をいう。以下同じ。）の役割や公的病院等と民間医療機関との役割分担を

踏まえ、医療提供施設相互間の機能分担及び業務連携を記載する。 

 

特に、公立病院等公的医療機関については、その役割として求められる救急医療等確保

事業（法第３０条の４第２項第５号イからへまでに規定する救急医療、災害時における医

療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。））に係る業務の実施

状況を病院ごとに明らかにする。 

 

なお、総務省が公表した「公立病院改革ガイドライン」を十分勘案し、公立病院に係る

再編・ネットワーク化等との整合性を図るものとする。 

 

また、社会医療法人については、救急医療等確保事業において積極的な役割を図ること

としていることから、認定を受けた事業全てにおいて社会医療法人であることを明確にす

ることが重要である。 

 

（７）薬局の役割 

薬局については、医療提供施設として、５疾病及び５事業並びに在宅医療に係る医療連

携体制の中で、調剤を中心とした医薬品や医療・衛生材料等の提供の拠点としての役割を

担うことが求められる。また、都道府県においては、医療機関と調剤を実施する薬局の医

療機能の分担及び業務の連携によって時間外においても対応できることなどを医療計画に

記載することにより、患者や住民に対し、分かりやすい情報提供の推進を図る。 

 

４ 疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療 

５事業以外で都道府県における疾病の発生の状況等に照らして、都道府県知事が特に必

要と認める医療について明記する。 

 

５ 医療従事者の確保 

医療従事者の確保に関する事項については、医療連携体制を構築する取組自体が偏在解

消への対策になること及び都道府県が中心となって医師を地域の医療機関へ派遣する仕組

みの再構築が求められていることを踏まえ、法第３０条の１２第１項の規定に基づく医療

従事者の確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるための協議会（以下「地域医療対

策協議会」という。）を開催し、当該協議会において決定した具体的な施策を記載する。 

 

【地域医療対策協議会の取組】 
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①地域医療対策協議会の議論の経過等 

②地域医療対策協議会の定めた施策 

 

さらに、その施策に沿って、医師等（臨床研修医を含む。）の地域への定着が図られる

よう、医師等のキャリア形成支援と一体的に地域の医療機関の医師確保を支援する事業等

（以下「地域医療支援センター事業等」という。）について、以下のとおり記載する。 

 

【地域医療支援センター事業等の内容等】 

（１）医療機関や一定の地域における医師等の充足状況の調査・分析に関する事項 

（２）医療機関への就業を希望する医師等に関する情報の提供に関する事項 

（３）医療機関や医師等への上記（１）もしくは（２）の情報の提供に関する事項 

（４）医師等に対する専門医資格の取得支援や研修機会の提供を含むキャリア形成支援の

情報の提供に関する事項 

（５）医師等に関する無料の職業紹介事業又は労働者派遣事業に関する事項 

（６）医師等の確保に係る援助が特に必要な地域内の医療機関の情報の整理及び他の医療

機関への医師等の確保に関する協力要請に関する事項 

（７）地域医療支援センター事業等と他の都道府県の同事業との連携に関する事項 

 

さらに、「第１１次へき地保健医療計画等の策定について」（平成２２年５月２０日医

政発０５２０第９号医政局長通知）に基づき策定する「へき地医療を担う医師の動機付け

とキャリアパスの構築」を医療計画に反映させることに留意する。 

 

また、記載に当たっては、地域医療支援センター事業等が対象とする医療従事者以外の

例えば以下の職種についても、必要に応じて、その資質向上に関する事項を含め、医療従

事者の確保の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。 

 

【医療従事者の現状及び目標】 

① 歯科医師 

② 薬剤師 

③ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

④ その他の保健医療従事者 

診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士、視能訓練士、

言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯科衛生士、歯科技工士、管理

栄養士等 

⑤ 介護サービス従事者 
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６ 医療の安全の確保 

医療提供施設及び医療安全支援センターの現状及び目標について、（１）および（２）

により記載する。 

 

 なお、記載に当たっては、以下の事項に留意する。 

１．地域の住民や患者がわかりやすく理解できるよう医療計画に記載すること。 

２．その際、都道府県は、保健所を設置する市及び特別区の協力のもと、医療提供施設  

における医療安全を確保するための取組状況を把握し、都道府県が講ずる医療安全に

関する情報の提供、研修の実施、意識の啓発等の現状及びその目標を計画に明示する

こと。 

３．また、住民の身近な地域において、患者又はその家族からの医療に関する苦情、相  

談に対応し、必要に応じて医療提供施設に対して必要な助言を行う体制等を構築する

ため、都道府県における医療安全支援センターの設置状況及びその目標についても計

画に明示すること。 

 

（１）医療提供施設における医療の安全を確保するための措置に関する現状及び目標 

① 病院、一般診療所、歯科診療所及び助産所ごとの総数に対する医療安全管理者を配置

している医療施設数の割合 

② 病院の総数に対する専従又は専任の医療安全管理者を配置している病院数の割合 

③ 病院、一般診療所、歯科診療所及び助産所ごとの総数に対する医療安全に関する相談

窓口を設置している医療施設数の割合 

 

（２）医療安全支援センターの現状及び目標 

記載に当たっては、平成１９年３月３０日医政発第０３３００３６号医政局長通知「医

療安全支援センターの実施について」を参考に、次の事項について記載すること。 

① 二次医療圏の総数に対する医療安全支援センターを設置している二次医療圏数の割合 

② 相談職員（常勤換算）の配置数 

③ ホームページ、広報等による都道府県、二次医療圏及び保健所設置市又は特別区にお

ける医療安全支援センターの活動状況に関する情報提供の状況 

④ 都道府県、二次医療圏、保健所における医療安全推進協議会の設置状況 

 

７ 基準病床数  

（１）療養病床及び一般病床 

療養病床及び一般病床に係る基準病床数については、二次医療圏ごとに、医療法施行規

則（昭和２３年厚生省令第５０号。以下「規則」という。）第３０条の３０に規定する算

定式に基づいて算定する。 
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なお、当該都道府県の病床数が尐ないために他の区域の病院に入院している場合がある

と考えられることから、規則第３０条の３０第１号後段の規定により、都道府県外への流

出入院患者数から都道府県内への流入入院患者数を控除した数の３分の１を限度として、

それぞれの区域にふりわけて加算を行うことができる。 

 

（２）精神病床、結核病床及び感染症病床 

精神病床に係る基準病床数、結核病床に係る基準病床数及び感染症病床に係る基準病床

数については、都道府県の区域ごとに、規則第３０条の３０に規定する算定式に基づいて

算定する。 

なお、法第３０条の４第２項第９号の区域が１都道府県において２以上設定された場合

においても、基準病床数については当該都道府県全体について定めることとする。 

また、規則第３０条の３０第２号後段の規定により、都道府県外への流出入院患者数の

３分の１を限度として加算を行うことができる。 

 

（３）各区域における入院患者の流出入数の算出 

 各区域における入院患者の流出入数の算出に当たって病院に対し特に報告の提出を求め

る場合には、医療計画作成の趣旨等を調査対象となる病院に十分説明の上、円滑な事務処

理が行われるよう配慮する。 

 

（４）基準病床数の算定の特例 

各区域の急激な人口の増加が見込まれること等、医療法施行令（昭和２３年政令第３２

６号）第５条の３で定める事情があるときは、都道府県知事が厚生労働大臣と協議の上算

定する数を基準病床数とすること等ができる。 

 

（５）都道府県知事の勧告 

（１）から（３）までにより基準病床数が算定された後は、各区域において病院の開設、

病床数の増加若しくは病床の種別の変更、又は診療所の病床の設置若しくは診療所の病床

数の増加の許可の申請（以下「許可申請等」という。）があった場合において、当該区域

の既存病床数が基準病床数を超えている場合又は許可申請等により病床数が基準病床数を

超えることになる場合には、法第３０条の１１に基づく都道府県知事の勧告（当該病院等

が法第７条の２第１項各号に掲げられている者が開設等する公的性格を有する病院等であ

れば法第７条の２第１項に基づく不許可処分）の対象となり得る。 

 

８ 医療提供施設の整備の目標 

（１）地域医療支援病院の整備の目標 
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地域医療支援病院は、医療施設機能の体系化の一環として、紹介患者に対する医療提供、

医療機器等の共同利用の実施等を通じてかかりつけ医（歯科医）等を支援する能力を備え

る病院である。 

 

かかりつけ医（歯科医）等への支援を通じた地域医療の体系化と地域医療支援病院の整

備目標について、次の機能及び地域の実情を考慮し検討を行う。 

① かかりつけ医（歯科医）等からの紹介等、病診連携体制 

② 共同利用の状況 

③ 救急医療体制 

④ 医療従事者に対する生涯教育等、その資質向上を図るための研修体制 

 

その結果を踏まえ、必要に応じて地域医療支援病院の整備目標（例えば二次医療圏ごと

に整備する等）を設定する。 

 

なお、地域医療支援病院を整備しない二次医療圏にあっては、医療機関相互の機能分担

及び業務連携等の充実を図ることが重要である。 

 

（２）その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の目標 

疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療機能に関する調査を行い、必要に応じてその整備

の目標を設定する。 

その手順については次の①及び②を参考にされたい。また、③及び④で示すように医療

提供施設に対する情報提供を行うことも必要である。 

なお、５疾病及び５事業並びに在宅医療の医療連携体制に係る医療提供施設の整備の目

標については、前記「３ 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療体制」において、疾病

又は事業ごと並びに在宅医療について記載する。 

 

① 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療圏において、都道府県が必要とする医療機能

について、当該機能を有する各医療提供施設の施設、設備、症例数、平均在院日数、紹

介先とその件数、院外処方せん発行率、処方せん受け取り枚数及び専門職員数等の実態

調査を行う。なお、これらの調査については医療計画の見直し時期にとらわれることな

く、定期的に行うことが望ましい。 

 

② 前述の調査に基づき現状と目標の相違を把握・評価し、不足している医療機能について

は、その整備の方法及び整備の目標等について記載する。 
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③ また、これらの実態調査に基づき得られた各医療提供施設の医療機能に関する情報（施

設、設備、症例数、平均在院日数、紹介先とその件数、院外処方せん発行率、処方せん

受け取り枚数及び専門職員数等）を各医療提供施設に提供する。 

 

④ 都道府県が必要とする医療機能が、各医療圏内にない場合、当該医療機能を有する医

療提供施設に関する情報を収集し、その情報を圏内の各医療提供施設に提供する。 

 

９ その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項 

４疾病及び５事業以外で都道府県における疾病の状況等に照らして特に必要と認める医

療等については、次の事項を考慮して、記載する。 

 

（１）障害保健対策 

障害者（高次脳機能障害者、発達障害者を含む。）に対する医療の確保等（都道府県の

専門医療機関の確保、関係機関との連携体制の整備等）に関する取組 

 

（２）結核・感染症対策 

① 結核対策、感染症対策に係る各医療提供施設の役割 

② インフルエンザ、エイズ、肝炎などの取組 

 

（３）臓器移植対策 

① 都道府県の取組 

② 相談等の連絡先 

 

（４）難病等対策 

① 難病、リウマチ、アレルギーなどの都道府県の取組 

② 相談等の連絡先 

 

（５）歯科保健医療対策 

① 都道府県の取組 

② 相談等の連絡先 

 

（６）血液の確保・適正使用対策 

① 都道府県の取組 

② 相談等の連絡先 

 

（７）医薬品等の適正使用対策 
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① 都道府県の取組 

② 相談等の連絡先 

③ 治験の実施状況や医薬品提供体制 

 

（８）医療に関する情報化 

医療提供施設の情報システム（電子レセプト、カルテ、地域連携クリティカルパス等）

の普及状況と取組 

 

（９）保健・医療・介護（福祉）の総合的な取組 

地域の医療提供体制の確保に当たっては、疾病予防から治療、介護までのニーズに応じ

た多様なサービスが地域において切れ目なく一貫して提供される、患者本位の医療の確立

を基本とすべきである。 

このため、疾病予防、介護、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接に関連を有す

る施策について、連携方策や地域住民への情報提供体制を記載する。 

なお、医療と密接に関連を有する施策としては、前記第２の３（４）に掲げる計画等が

求められている 

 

10 事業の評価及び見直し 

事業の実施状況については、都道府県は、設定した数値目標等を基に、事業の達成状況

を検証し、次の医療計画の見直しに反映させることが求められる。 

法第３０条の６に基づいて行う事業の評価及び見直しについては、次に掲げる項目をあら

かじめ医療計画に記載する。 

（１）事業の目標等 

５疾病及び５事業並びに在宅医療の医療連携体制に係る数値目標等（２）推進体制と役割 

事業の目標を達成するための推進体制及び関係者の責務と役割 

（３）目標の達成に要する期間 

（４）目標を達成するための方策 

（５）評価及び見直し 

（６）進捗状況及び評価結果の広報・周知方法 

 

第４ 医療計画作成の手順等 

都道府県が医療計画を作成する際、技術的見地からみて全国に共通すると考えられる手

順等を参考までに示す。 

 

１ 医療計画作成手順の概要 

医療計画の作成等に当たっては、概ね次の手順が考えられる。 
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（１）医療計画（案）を作成するための体制の整備 

（２）医療計画の目的、基本理念についての検討及び医療計画の基本骨子についての検討 

（３）地域医療の現状分析等に係るデータの収集、調査の実施及び将来予測の検討 

（４）疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制を構築するための具体的方策につ 

いての検討及び整備目標等の検討 

（５）疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制の構築 

（６）医療圏及び基準病床数の検討 

（７）以上の検討を踏まえた医療計画（試案）の作成 

（８）診療又は調剤に関する学識経験者の団体（医師会、歯科医師会及び薬剤師会）から 

医療計画（試案）についての意見の聴取（必要に応じ試案の手直し） 

（９）医療計画（案）の決定 

（10） 医療計画（案）についての市町村の意見聴取（必要に応じ医療計画（案）の手直し） 

（11） 医療計画（案）について都道府県医療審議会への諮問、答申 

（12） 医療計画の決定 

（13） 医療計画の厚生労働大臣への提出及び公示 

 

２ 医療圏の設定方法 

（１）基準病床数の算定における二次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等の自然的

条件及び日常生活の需要の充足状態、交通事情等の社会的条件を考慮して一体の区域とし

て病院における入院に係る医療（法第３０条の４第２項第９号に規定する区域(以下「三次

医療圏」という。)で提供することが適当と考えられるものを除く。）を提供する体制の確

保を図ることが相当であると認められるものを単位として認定することとなるが、その際

に参考となる事項を次に示す。 

 

① 人口構造、受療の状況（流入患者割合及び流出患者割合を含む。）、医療提供施設の

分布など、健康に関する需要と保健医療の供給に関する基礎的事項については、二次医療

圏単位又は市町村単位で地図上に表示することなどを検討する。なお、患者の受療状況の把

握については、患者調査の利用の他、統計学的に有意な方法による諸調査を実施することが望ま

しい。 

人口規模が 20万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域

として成り立っていないと考えられる場合（特に、流入患者割合が２０％未満であり、流

出患者割合が２０％以上である場合）、その設定の見直しについて検討する。 

 また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の需給状況の

改善に向けた具体的な検討を行うこと。 
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② 既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行政機関の

管轄区域、学校区（特に高等学校に係る区域）等に関する資料を参考とする。 

 

（２）疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制を構築する際の圏域については、

従来の二次医療圏に拘らず、患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に

設定する。 

 

（３）三次医療圏については、概ね一都道府県の区域を単位として設定するが、その区域

が特に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、一都道府県内に複数

の三次医療圏を設定しても差し支えない。 

 

また、一般的に三次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、例えば、

特殊な診断又は治療を必要とする次のものが考えられる。 

 

① 臓器移植等の先進的技術を必要とする医療 

② 高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等特殊な医療機器の使用を必要とする医療 

③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療 

④ 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療 

 

（４）都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道府県

の区域を含めた医療圏を設定することが地域の実情に合い、合理的である場合には、各都

道府県の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがった医療圏を設定しても差し

支えない。 

 

なお、その際は関係都道府県間での十分な協議や調整を行うとともに必要に応じ厚生労

働省にも連絡されたい。 

 

３ 基準病床数の算定方法 

（１）基準病床数の算定方法 

基準病床数の算定は、規則で定める標準に準拠し、次に掲げる方式によること。 

 

①  療養病床及び一般病床に係る基準病床数は、アの算定式により算出した数と、イの

算定式により算出した数に、ウの式により算定した数を加えた数の合計数を標準とす

る。 

 

ア 療養病床 
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｛(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(当該区域の性別及び年齢階級別

入院・入所需要率)の総和－(介護施設で対応可能な数)＋(0～当該区域への他

区域からの流入入院患者数の範囲内で知事が定める数)－(0～当該区域から

他区域への流出入院患者数の範囲内で知事が定める数)｝×(1／病床利用率) 

 

ただし、上記算定式により二次医療圏ごとに算定した数の都道府県におけ

る合計数は、 

｛(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(当該区域の性別及び年齢階級別

入院・入所需要率)の総和－(介護施設で対応可能な数)｝×(1／病床利用率) 

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合計数を超えることはで

きない。 

 

イ 一般病床 

｛(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(当該区域の性別及び年齢階級別

退院率)の総和×平均在院日数＋(0～当該区域への他区域からの流入入院患

者数の範囲内で知事が定める数)－(0～当該区域から他区域への流出入院患

者数の範囲内で知事が定める数)｝×(1／病床利用率) 

 

ただし、上記算定式により二次医療圏ごとに算定した数の都道府県におけ

る合計数は、 

(当該区域の性別及び年齢階級別人口)×(当該区域の性別及び年齢階級別退

院率)の総和×平均在院日数×(1／病床利用率) 

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合計数を超えることはで

きない。 

 

ウ 基準病床数の加算部分 

なお、当該都道府県において、都道府県外への流出入院患者数が都道府県

内への流入入院患者数よりも多い場合は、 

｛(都道府県外への流出入院患者数)－(都道府県内への流入入院患者数)｝

×(1／3) 

で得られた流出超過加算数を限度として適当と認める数を各二次医療圏の基

準病床数に加えることができる。 

 

（注１）「人口」とは、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、

国勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公式統計による人口等

のうち最近のものによることとする。 
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（注２）「年齢階級」とは、５歳ごとの年齢による階級である。 

 

（注３）「当該区域の性別及び年齢階級別入院・入所需要率」とは、厚生労働大臣が定め

る在宅以外の長期療養に係る医療又は介護を必要とする者の性別及び年齢階級別

の入院・入所需要率を上限として、都道府県知事が当該区域の状況を勘案して定

める値とする。 

 

（注４）「介護施設で対応可能な数」とは、介護施設（介護療養型医療施設を除く。）に

入所している者の実数に都道府県知事が今後の介護サービスの進展を考慮した数

を加えた数をいう。 

 

（注５）「当該区域の性別及び年齢階級別退院率」とは、地方ブロックの性別及び年齢階

級別の退院率をいう。 

 

（注６）「入院・入所需要率」、「退院率」、「病床利用率」及び「平均在院日数」とし

て使用する（参考とする）数値については、医療法第３０条の４第２項第１１号

の療養病床及び一般病床に係る基準病床数の算定に使用する数値等を定める件

（昭和６１年厚生省告示第１６５号）により定められている。 

 

（注７）各区域における流入入院患者数については、都道府県知事が当該区域における医

療の確保のために必要と認める事情があるときは、当該区域ごとの数を超えて、

当該事情を勘案した数を加えることができる。 

 

（注８）各区域における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康保険等のレ

セプト調査等により把握する。  

 

（備考）「地方ブロック」とは、以下の９ブロックをいう。 

ブロック名 都道府県名 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

関東 
茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、

長野 

北陸 富山、富山、石川、福井 
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東海 岐阜、岐阜、静岡、愛知、三重 

近畿 滋賀、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

 

② 精神病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに次の算定式により算出した数を

標準とする。 

 

ただし、算定式中「入院率」、「病床利用率」及び「入院患者数」は、それぞれ「精神

病床に係る入院率」、「精神病床利用率」及び「精神病床入院患者数」と読み替えて適用

する。 

 

｛(当該都道府県の年齢階級別人口)×(当該都道府県の年齢階級別新規入院

率)の総和＋(当該都道府県への他都道府県からの流入入院患者数)－(当該都

道府県から他都道府県への流出入院数)｝×平均残存率×(1／入院期間が 1 年

未満である者に係る病床利用率)＋｛(当該都道府県における入院期間が 1 年

以上である年齢階級別入院患者数)×(1－退院率)の総和＋(当該年において

入院期間が 1 年に達した入院患者数)－(長期入院患者退院促進目標数)｝×(1

／入院期間が 1 年以上である者に係る病床利用率) 

この場合において、都道府県知事は当該都道府県に所在する病院の入院患

者のうち当該都道府県に住所を有する者の数が、 

(当該都道府県の年齢階級別人口)×(当該都道府県の年齢階級別入院率)の総

和により算定される数を下回っている都道府県については、 

(他の都道府県への流出入院患者数)×(1／病床利用率) 

で得られた数の 3 分の 1 を限度として適当と認められる数をその都道府県に

おける前記の算定式により算定した基準病床数に加えることができる。 

 

（注１）「人口」とは、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、

国勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公式統計による人口等

のうち最近のものによることとする。 

 

（注２）「年齢階級」とは、２０歳未満、２０歳以上４０歳未満、４０歳以上６５歳未満、

６５歳以上の年齢による階級とする。 
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（注３）「平均残存率」とは、次の二つの値を平均した値を標準として都道府県知事が定

める値とする。ただし、アの値がイの値を下回る都道府県にあっては、アの値と

する。 

 

ア 当該都道府県の平均残存率 

イ 全国の平均残存率の目標値 

 

なお、ア及びイの値として使用する数値については、医療法第３０条の４第２項第１１

号に規定する精神病床に係る基準病床数の算定に使用する数値等を定める件（平成１８年

厚生労働省告示第１６１号。以下「精神病床算定告示」という。）により定められている。 

 

（注４）「退院率」とは、次の二つの値を平均した値を標準として都道府県知事が定める

値とする。ただし、アの値がイの値を上回る都道府県にあっては、アの値とする。 

 

ア 当該都道府県の入院期間が１年以上である入院患者の年齢階級別年間退院率 

イ 全国の退院率の目標値 

 

なお、ア及びイの値として使用する数値については、精神病床算定告示により定められ

ている。 

 

（注５）「当該都道府県の年齢階級別新規入院率」、「入院期間が１年未満である者に係

る病床利用率」、「長期入院患者退院促進目標数」、「入院期間が１年以上であ

る者に係る病床利用率」、「当該都道府県の年齢階級別入院率」、「病床利用率」

として使用する数値については、精神病床算定告示により定められている。 

 

（注６）各都道府県における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康保険等

のレセプト調査等により把握する。 

 

③ 結核病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに都道府県知事が定める数とする。 

 

なお、基準病床数の算定に当たっては、「医療計画における結核病床の基準病床数の算

定について」（平成１７年７月１９日健感発第０７１９００１号健康局結核感染症課長通

知）を参照すること。 

 

④ 感染症病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第３８条第１項の規定に基づ
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き厚生労働大臣の指定を受けている特定感染症指定医療機関の感染症病床並びに同条第２

項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第一種感染症指定医療機関及び第二種

感染症指定医療機関の感染症病床の数を合算した数を基準として都道府県知事が定める数

とする。 

 

（２）基準病床数の算定の特例 

医療計画作成時に次のような事情があるため、都道府県知事が都道府県医療審議会の意

見を聴いた上で厚生労働大臣に協議し、その同意を得た数を加えて得た数又は厚生労働大

臣に協議し、その同意を得た数を基準病床数とすることができる。 

 

① 急激な人口の増加が見込まれ、病床の増加が必要と考えられる場合 

② 特定の疾患にり患する者が異常に多い場合 

③ 高度の医療を提供する能力を有する病院が集中している場合 

④ 基準病床数に係る特例の対象となる病床以外で、医学・医術の進歩に伴い特殊病床が

必要と考えられる場合 

⑤ その他当該区域において準ずる事情がある場合 

 

３ 疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制構築の手順 

（１）現状の把握 

都道府県は、医療連携体制を構築するにあたって、患者動向、医療資源及び医療連携に

関する情報等を収集し、現状を把握する必要がある。 

 

これらの情報には、次に掲げる既存の統計・調査等の公開情報並びに個票の解析により

得られる情報のほか、医療施設・関係団体等に対する調査や住民に対するアンケート調査、

ヒアリング等で得られる情報がある。 

 

なお、医療提供体制等に関する情報のうち経年的あるいは医療圏間での比較・評価等が可能

で、数値で把握できる情報に関して、公的統計等により全都道府県で入手可能な指標（必須指

標）、独自調査やデータの解析等により入手可能な指標（推奨指標）として、５疾病・５事業及び在

宅医療の指針の別表において例示されたものについては、医療計画に原則記載する。また、５疾

病・５事業及び在宅医療の指針の別表に掲げる指標例を参考に、病期・医療機能ごと並びにスト

ラクチャー・プロセス・アウトカムの要素も加味して、指標間相互の関連性も含めて、地域の医療

提供体制の現状を客観的に把握する。既存の統計・調査等のみでは現状把握が不十分な場合、

積極的に新たな調査を行うことが重要である。 

 

① 人口動態調査 
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② 国民生活基礎調査 

③ 学校保健統計調査 

④ 患者調査 

⑤ 国民健康・栄養調査 

⑥ 衛生行政報告例 

⑦ 介護保険事業状況報告調査 

⑧ 医療施設調査 

⑨ 病院報告 

⑩ 医師・歯科医師・薬剤師調査 

⑪ 地域保健・健康増進事業報告 

⑫ 介護サービス施設・事業所調査 

⑬ 介護給付費実態調査 

 

（２）協議の場の設置 

都道府県は、医療審議会もしくは医療対策協議会の下に、５疾病及び５事業並びに在宅

医療それぞれの医療体制を構築するため、疾病又は事業ごと並びに在宅医療について協議

する場（以下「作業部会」という。）を設置する。また必要に応じて圏域ごとに関係者が

具体的な連携等について協議する場（以下「圏域連携会議」という。）を設置する。 

 

作業部会と圏域連携会議は、有機的に連携しながら協議を進めることが重要である。 

 

① 作業部会 

ア 構成 

作業部会は、地域の実情に応じた医療体制を構築するため、例えば次に掲げる者を代表

する者により構成する。 

 

（ア）地域医師会等の医療関係団体 

（イ）医師、歯科医師、薬剤師、看護師など現に診療に従事する者 

（ウ）介護保険法に規定するサービス事業者 

（エ）医療・介護サービスを受ける住民・患者 

（オ）保健・医療・福祉サービスを担う都道府県・市町村 

（カ）学識経験者 

（キ）上記（ア）から（カ）までの他、各疾病及び事業において重要な役割を担う者 

 

イ 内容 

作業部会は、下記の事項について協議する。 
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（ア）地域の医療資源の把握 

医療資源・医療連携に関する情報から、地域において各医療機能の要件を満たす医療機

関を確認する。また、患者動向等も加味して、地域において不足している医療機能あるい

は調整・整理が必要な医療機能を明確にする。なお、可能な限り二次医療圏を基礎として

医療資源を把握する。 

 

（イ）圏域の設定 

上記（ア）に基づき、圏域を検討・設定する。この場合、各疾病及び事業に特有の重要

事項（疾病・事業ごとの流入患者割合、流出患者割合を含む。）に基づき、従来の二次医

療圏にこだわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。 

 

（ウ）課題の抽出 

 （ア）により把握した現状を分析し、求められる医療機能とその連携体制を踏まえ、地

域の医療提供体制の課題を抽出する。その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセ

ス、アウトカム指標の関連性も考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り

医療圏ごとに課題を抽出する。 

 

（エ）数値目標の設定 

抽出した課題をもとに、事後に定量的な比較評価が行えるよう、地域の実情に応じた数

値目標、目標達成に要する期間を定める。 

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針

第７に掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案するものとする。なお、達成可能なもの

だけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題が解決されると思われる目標を設定する

こと。 

 

（オ）施策・事業 

課題に対応した数値目標の達成のために行う具体的な施策・事業の計画を策定する。 

 

② 圏域連携会議 

圏域連携会議は、各医療機能を担う関係者が、相互の信頼を醸成し、円滑な連携が推進

されるよう実施するものである。 

 

その際保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または医療機

関と介護サービス事業所との調整を行うなど、積極的な役割を果たすものとする。 
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ア 構成 

各医療機能を担う全ての関係者 

 

イ 内容 

下記の（ア）から（ウ）について、関係者全てが認識・情報を共有した上で、各医療機

能を担う医療機関を決定する。 

 

（ア）医療連携の必要性について認識の共有 

（イ）医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有 

（ウ）当該疾病及び事業に関する最新の知識・診療技術に関する情報の共有 

 

また、状況に応じて、地域連携クリティカルパス導入に関する検討を行う。 

 

（３）住民・患者の意見の反映 

都道府県は、住民へのアンケート調査やヒアリング、作業部会への参加、医療計画のパ

ブリックコメントの実施等により、住民・患者の意見を医療体制構築に反映させることが

重要である。 

 

（４）医療計画への記載 

都道府県は、前記第３の３に示すとおり、医療機能ごとに、目標、医療機関に求められ

る体制、課題、数値目標、数値目標の達成のために行う施策・事業等を医療計画に記載す

る。 

また、原則として各医療機能を担う医療機関等の名称も記載するものとする。 

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともあり得る。 

 

（５）変更が生じた場合の措置 

医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、可能な限り速やかに

記載内容を変更する必要がある。 

この場合、医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、医療機関の変更に伴う手

続をあらかじめ定めておく必要がある。 

 

 

第５ 医療計画の推進等 

１ 医療計画の推進体制 
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医療計画の推進体制については、第４の２（２）に定める協議の場を設けるなど、関係

者が互いに情報を共有することにより、信頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるよう

な体制を構築することが望ましい。 

 

２ 医療計画の推進状況の把握、評価及び再検討 

医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を行い、その評価

結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。 

 

そのため、第３の 11 に示すとおり、事業の目標、推進体制、推進方策、評価・見直し方

法（評価を行う組織（医療審議会等）を含む。）等を計画においてあらかじめ明らかにし

た上で、尐なくとも５年ごとに、事業全体（あるいは医療計画全体）の達成状況について

調査、分析及び評価を行い、必要があるときは計画を変更する。 

 

但し、５疾病及び５事業並びに在宅医療については、上記と同様に評価・見直し体制を

明らかにした上で、目標項目の数値の年次推移や施策・事業の進捗状況の把握、評価につ

いては定期的に実施し（１年ごとの実施が望ましい。）、必要に応じて施策・事業の見直

しを図ること。 

 

第６ 医療計画に係る報告等 

都道府県ごとの実情を把握し適正な医療計画の推進に資するため、法第３０条の４第１

２項の規定に基づく医療計画の厚生労働大臣への報告については、次のとおり取り扱う。 

 

１ 医療計画の厚生労働大臣への報告 

（１）報告事項 

① 医療計画及びその概要並びに付属資料 

② 公示の方法（都道府県の公報の写し等を添付） 

③ 原案作成年月日、市町村からの意見聴取年月日、医療審議会への諮問年月日及び答申 

年月日、公示年月日 

④必須指標・推奨指標等による現状把握の結果（別添様式○） 

⑤目標項目の数値の年次推移や施策・事業の進捗状況の評価（別添様式○） 

（注１）⑤については、医療計画の対象期間の当初から１年ごとに提出すること 

（注２）①・④・⑤については、紙媒体及び電子媒体で提出すること 

 

（２）紙媒体の提出部数  ５部 

 

（３）報告時期 
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医療計画及びその概要並びに付属資料は公示前とし、その他の印刷物がある場合は公示

後速やかに報告するものとする。 

 

なお、例えば疾病又は事業ごと並びに在宅医療の医療連携体制において、医療機能を担

う医療機関の記載を変更した場合など、法第３０条の６の規定に基づかない計画変更の場

合には、報告の対象としないこととする。 

 

２ 医療法第３０条の１１の規定に基づく勧告の実施状況の報告 

（１）報告事項…………別紙様式 

開設者氏名、病院所在地、開設等申請年月日、申請病床数、申請病 床の種別、勧告年

月日、医療審議会の意見、勧告に対する申請者の対応、その他参考事項 

 

（２）提出部数  ４部 

 

（３）報告時期 

勧告の行った日の属する月の翌月の１０日までとする。ただし、「勧告に対する申請者

の対応」が相当遅れる場合は、当該部分のみ後日報告するものとする。 

 

（別紙様式）略 


